指定介護予防通所介護事業所　

指定介護予防通所リハビリテーション事業所　開設者各位

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　和歌山県福祉保健部福祉保健政策局長寿社会課長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　公　印　省　略　）

介護予防通所サービスの事業所評価加算（申出）の届出に係る特別措置について

　介護予防通所介護及び介護予防通所リハビリテーション事業所における事業所評価加算について、加算の算定に用いる標準基準値の算出式の見直しが行われ、平成２１年４月より新算出式が適用されました。

通常、当該加算の算定を希望する事業所は、算定を行う前年度の１０月１５日までに都道府県に届出を行うこととされておりますが、今回の新算出式の適用に伴い、平成２１年度に限り、特別措置として、届出を受け付けますので、下記の要件を満たし、当該加算の算定を希望する事業所は、６月２６日（金）までに必要書類を提出してください。
１　特別措置の対象となる事業所

次の(1)～(3)の全てにあてはまる事業所で、かつ平成２０年１０月１５日までに県へ事業所評価加算の算定を希望する届出を提出していない事業所
　(1) 運動器機能向上体制、栄養改善体制、口腔機能向上体制のいずれか１つ以上を

「２：あり」と県へ届出がされている介護予防通所サービス事業所

　(2) 評価対象期間（平成２０年１月～１２月）における利用実人員が１０名以上の介護予防通所サービス事業所

　(3) 平成21年度（但し、平成２１年１０月サービス分から平成２２年３月サービス分（半年分））に事業所評価加算の算定を希望する介護予防通所サービス事業所

※これまでに、事業所評価加算の届出を行い、平成２１年３月２４日付け長第６２９号により、判定結果通知書を受けている事業所については、届出自体は済んでいますので、改めて提出する必要はありません。

２．必要書類

　(1) 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書
　(2) 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表
以上の様式は、和歌山県ホームページ「きのくに介護ｄｅネット」よりダウンロードしてください。（http://wave.pref.wakayama.lg.jp/kaigodenet/）
３．届出先
　　和歌山市内に存在する事業所…県　長寿社会課　サービス指導班
　　和歌山市以外に所在する事業所…各振興局　健康福祉部　保健福祉課

４　留意点等
(1)　今回の加算届出書等の提出目的は、あくまで平成21年度以降の事業所評価加算の算定希望の有無の届出のみですので、この加算以外の加算項目等に関しては記入しないでください。また、変更届やその他の書類等は同封しないでください。
(2)　今回ご提出いただくのはあくまでも申出であり、県における届出受理後、国保連合会において、所定の計算式に従って算定基準に合致しているかどうかが判定されます。その結果に基づき、県から送付される通知において、平成21年度に事業所評価加算が算定可能とされた事業所のみ、平成21年10月以降に当該加算を算定できることとなります。


○事業所評価加算の概要
１　事業所評価加算は、選択的サービス（運動器機能向上サービス、栄養改善サービス又は口腔機能向上サービス。以下同じ）を行う介護予防通所サービス事業所について、効果的なサービスの提供を評価する観点から、評価対象となる期間（各年1月1日～12月31日）において、利用者の要支援状態の維持・改善の割合が一定以上となった場合に、当該評価対象期間の翌年度における介護予防通所サービスの提供について加算を行うものです。
なお、評価対象となる期間は上記のとおりですが、各年12月31日までに国保連合会において評価対象受給者を確定する必要があることから、10月末日までに更新・変更認定が行われた方については翌年度の評価対象受給者となり、11月以降に更新・変更認定が行われた方については翌々年度の評価対象受給者となります。
従って、平成21年度の事業所評価加算における評価対象受給者は、平成19年11月１日～平成20年10月31日までの間に更新・変更認定が行われた方、ということになります。

　　　
２　加算算定に関する流れは、次のとおりです。

　（１）事業所から県へ必要書類を提出（10月15日締め切り）
　　　　※新規指定申請・加算届等において、既に事業所評価加算の算定を希望する旨の届出を提出している事業所については、あらためて今回提出する必要はありません。

　（２）県では、申出のあった事業所情報を県の電算システムに登録

　（３）県では、申出のあった事業所情報を、国保連合会へ提供

　（４）国保連合会では、事業所情報や受給者情報、各事業所の給付実績等をもとに、所定の計算式により評価基準値（注）を算出

　（５）国保連合会では、（４）の算出結果に基づき、事業所評価加算算定基準に適合している事業所及び適合していない事業所の一覧表を作成し、県へ送付

　（６）県では、（５）の一覧表に基づき、結果通知書を事業所へ送付
　　（注）評価基準値の算定のための計算式は、次のとおりです。計算結果の値が０．７以上の場合、加算の算定基準に適合していることになります。

　　　　　　要支援度の維持者数　＋　改善者数×２
                                                                           ≧０．７
　　　　　 評価対象期間内に運動器機能向上サービス、栄養改善サービス又は

           口腔機能向上サービスを３月以上利用し、その後に更新・変更認定

           を受けた者の数
問い合わせ先


　長寿社会課 サービス指導班


　TEL 073-441-2527


　FAX 073-441-2523





（参　考）

















